










■化学物質の使用量削減

ＣＣＤデバイスの増産に伴い化学物質（溶剤）の使用量が増加しました。溶剤の交換周期
の延長及び水洗浄等の導入・拡大により溶剤使用量を削減しました。

■製品含有化学物質管理システムの構築

既存システムを活用してＪＧＰＳＳＩガイドラインに準じた製品含有化学物質を管理する
ためのシステムを構築しました。また、グリーン調達活動と連携させ、調達先での環境管
理物質の削減・全廃を推進しています。

■化学物質管理促進法（ＰＲＴＲ法）の報告対象物質

ＰＲＴＲ法の対象となる化学物質を把握し、使用量の全廃や排出量低減へ向けた取組みを
進めています。２００７年度も取扱量１トン以上となる化学物質はありません。

■地球温暖化対策の促進に関する法律の対象物質

当社では製品洗浄にＰＦＣ(パーフルオロカーボン)を使用していましたが２００３年５月
に代替品に切り替えたため、現在は全廃しています。

■その他の化学物質の代替化

クリーンルームにハロン消火器を設置しています。使用期限が切れた消火器は二酸化炭素
消火器等に代替化しています。

■化学物質管理
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■廃棄物排出事業者責任の対応

廃棄物の収集時には、立会い確認を行っています。又、廃棄物の処分、収集業者について
１回／年の頻度で現地確認を行っています。２００７年度は、１４社の業者について視察
を実施しました。

〔確認項目〕 〔確認項目〕

・産業廃棄物の運搬車の表示 ・廃棄物の保管状況

・運搬時の飛散防止状況など ・安全対策、マニフェストの管理状況など

■環境リスク対策

２００７年度において社外に影響する事故やクレームはありませんでした。
緊急事態が想定される設備・活動について定期的な緊急事態を想定した訓練及び定期的な
設備の点検を実施しています。過去に緊急事態が発生した施設等の新設、又は増設時には
緊急事態に備えた異常検出装置や漏洩しても外部に流出しないよう地下ピットを設置して
います。

■教育・訓練

環境関連法規制への対応、環境マネジメントシステムの構築等、環境リスクを低減するた
めに環境教育は欠かせません。
　当社で働く関係者ひとり一人が知識と意識を持つことで「環境にやさしい企業」を目指
しています。

・年１回の環境教育を行ってい ・環境に影響を与える可能性のある ・内部監査員を対象に勉強会を

　ます。   業務の従事者、又は法規制の管理 　開催し、システムの変更ポイ

・定期的に環境ワンポイトレッ   責任者等は、社外研修や定期的な 　ント説明及び審査時の判断の

　スンを実施して知識を高   訓練を行っています。 　基準等の目合せを行っていま

　めています。 　 　す。

環境リスクの低減

廃棄物収集時の立会い 廃棄物の処分・収集業者の視察

排水処理施設への防液堤の設置危険物倉庫での漏洩を想定した訓練
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一般 内部監査員教育専門教育



■環境関連有資格者

　 ２００７年度は、エネルギー管理士１名、乙種危険物７名、有機溶剤作業主任者５名、環
境社会検定１名の計１４名が資格を取得しました。

[有資格者数]

公害防止 大気（２種） 高圧ガス ＣＥ受入側保安責任者

管理者 水質（２種） 製造保安責任者（機械乙）

騒音／振動 製造保安責任者（化学丙種）

ダイオキシン類 製造保安責任者（冷凍機械2／3種）

廃棄物 特別管理産業廃棄物管理者 安全衛生 特定化学物質等作業主任者

省エネ エネルギー管理士 有機溶剤作業主任者

危険物 甲種 ＥＭＳ 内部環境監査員

取扱者 乙種（１～６類） 環境社会検定

丙種

■利害関係者への情報公開

２００３年より当社の環境への取組みについて環境報告書を発行し、利害関係者に配布し
ています。

　

■環境情報対応（届出・報告など）

特定施設の許可申請 瀬戸内法の変更申請

その他届出 消防法の変更届、産業廃棄物搬入事前協議書

報告書・アンケート 省エネ法定期報告書、産業廃棄物処理計画・実績報告、環境省ｱﾝｹｰﾄ
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ＣＳＲに対する基本方針を理念的に掲げたものとして「シャープタカヤ企業行動憲章」と従業
員の行動基準を定めた「シャープタカヤ社員行動規範」を制定しています。

社是・社訓の精神に基づき、健全な事業活動を推進し、社会の持続的発展に貢献します。
そのためには法令遵守はもとより、良き企業市民として社会的責任を果たし、全ての関係
者からの信頼を得て、企業価値を高めていくための行動指針として､｢シャープタカヤ企業
行動憲章」を制定しました。企業行動憲章を具体化するために、さまざまな取組みを進め
ています。

● 顧客満足の向上 ● 活力ある職場環境

● 健全な企業活動の実践 ● 地球環境保全への貢献

● 情報開示・情報資産の保護 ● 地域社会との調和

● 人権の尊重 ● 企業行動憲章の実践

■コンプライアンス教育

企業理念・法規制遵守を徹底するために、コンプラインス教育を実施しています。

<２００７年度コンプライアンス教育>

コンプライアンス(基本） 主任クラス

・セクシャル・ハラスメント

・備品私物化

・知的財産権侵害

・守秘義務違反

・私用メール等

１７

対象教育テーマ

ＣＳＲの取組み

シャープタカヤ企業行動憲章

■シャープタカヤ企業行動憲章

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ教育

コンプライアンス（法令遵守）

●廃棄物処理法
●騒音規制法
●水質汚濁防止法
●大気汚染防止法
●振動規制法
●省エネ法

●消防法

●個人情報保護法
●知的財産権法
●労働法

●下請法

●外国為替及び外国貿易法

環境コンプライアンス 法令コンプライアンス



■献血活動に参加

社会貢献、献血者の健康管理などの観点から毎年、献血活動を実施しています。

本社周辺の「ごみゼロ」を目指し、クリーン作戦を実施しています。国道２号線側道、町
道については各２回実施しました。２００７年度より開発技術センターのクリーン作戦を
開始しました。

■ブラックイルミネーション ■岡山エコ・ドライブ２０１０

京都議定書達成のためのチーム・マイ 細かな車両管理を実施するとともに
ナス６％キャンペーンの一環として アイドリングストップ運動などを推
ライトアップ施設を消灯するブラック 進しています。取引先との打合せは
イルミネーション２００７に当社は参 電話会議等を活用することにより、
加しました。 車両の使用を抑制しています。

■里見川水系水質保全協議会への参加

当社は、生活排水、及び空調排水を里見川に放流しています。里見川水系の水質浄化を推
進するため、地域住民及び周辺自治体、事業者からなる「里見川水系水質保全協議会」に
参加し、里見川の水質浄化活動に協力しています。

社会貢献活動

■クリーン作戦

１８
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2007年6月24日（日）当社は消灯 電話会議

屋上ネオンの消灯効果

１.２kWh

0

20

40

60

80

100

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

（人）



環境会計は、企業にとって環境に係る投資の判断や環境活動に関する意思決定を行う重要なツール
であります。また、利害関係者に企業の環境に対する取り組みについて理解を深めていただく参考
資料となります。

■環境会計の対象範囲

　 [対象期間]　２００７年４月～２００８年３月
　 [集計範囲]　シャープタカヤ電子工業株式会社

■２００７年度実績概要

（１）環境保全コスト　　　

事業所内コスト 公害防止コスト 公害防止（大気・水質など）

地球環境保全 省エネルギー及び地球温暖化防止

コスト など

資源循環コスト 廃棄物の削減・再資源化など

上下流コスト 包装材のリサイクルなど

管理活動コスト 従業員、ISO14001維持管理など

研究開発コスト 有害物質削減の技術検討・評価など

社会活動コスト 環境保全を行う団体への参加

（２）環境保全効果

事業活動に投入する資源に関する

効果

事業活動から排出する環境負荷

及び廃棄物に関する効果

（３）環境保全対策に伴う経済効果　　　　　　　　　　　　　　　　　

収益 事業活動で生じた廃棄物の再資源化等による事業収入

費用節減 省エネルギーによるエネルギー費の節減

省資源または再資源化に伴う廃棄物処理費の節減

集計にあたり環境省の「環境会計ガイドライン2005年版」に準拠しています。
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■歴史（環境関連） ■過去の主な受賞

１９８８年１０月 特定フロン（洗浄）全廃活動の開始 １９９１年１０月 環境緑化優秀工場

《シャープグループ方針》 ●岡山県緑化推進委員会会長賞

１９９２年　５月 フロン１１２（洗浄）全廃の達成 １９９６年１１月 電気保安功労事業所

１９９２年　９月 フロン１１３（洗浄）全廃の達成 ●通商産業局長表彰

１９９９年　９月 ＩＳＯ１４００１の認証を取得 ２０００年　２月 エネルギー管理優良工場

（審査機関：日本環境認証機構） ●通商産業局長表彰

２００３年　５月 ＰＦＣ（洗浄）全廃を達成 ２０００年１０月 高圧ガス優良製造事業所

●岡山県冷凍保安協会会長表彰

２００４年　３月 ゼロエミッションの達成 ２００２年　１月 エネルギー管理優良工場

●資源エネルギー庁長官賞

２００５年　９月 ＩＳＯ１４００１：２００４年版 ２００３年　８月 電気保安功労事業所

への移行登録 ●経済産業大臣表彰

２００５年　２月 岡山県エコ事業所

● 「一般事業所」部門認定

● 「ゼロエミッション」部門認定

 ＩＳＯ１４００１ 国際標準化機構（ISO）が定めたISO14001Sのうち中核となる規格

 環境マネジメントシステム マネジメントシステムの一部で環境方針を策定し、実施し、環境側面を

（ＥＭＳ） 管理するために用いられるもの

 コンプライアンス 事業活動を行う上で、法令や各種規則などのルール、更には社会的規範

などを守ること

 環境側面 環境と相互に影響することがある活動など。

エネルギーや資源の使用や汚水、廃棄物、大気汚染物質の排出など

 サーベイランス 環境マネジメントシステムが維持されているかどうか確認するための

第３者審査

 ＢＯＤ 水中の有機物が微生物の働きによって分解されるのに要した酸素の量

（生物化学的酸素消費量） で示した水質の指標

 ＣＯＤ 水中の被酸化性物質を酸化するために要した酸素の量で示した水質の

（化学的酸素消費量） 指標

 ＳＳ 水中に浮遊し溶解していない物質の総称

（懸濁物質）

 ＮＯｘ 燃焼によって空気中の窒素分が燃焼で酸化して発生するガス

（窒素酸化物） 酸性雨や光化学スモッグの原因物質

 ＳＯｘ 石油などに含まれる硫黄分が燃焼して発生するガス

 （硫黄酸化物） 刺激性ガスで気管支炎などを引き起こす

 全炭化水素 大気中の炭化水素(HC)の測定に用いられているメタン(CH4)と非メタン

（ＴＨＣ） 炭化水素(ＮＭＨＣ)の両者の合計

光化学スモッグを発生させる原因物質の一つである

 ゼロエミッション 事業活動に伴い発生する排出物を有効活用し、廃棄物として処理される

ものがないことを意味する

 ＰＲＴＲ 有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源からどれくらい

 (化学物質排出移動量届出制度） 環境中に移動したかというデータを把握・集計し、公表する仕組み

 ＭＳＤＳ 化学物質が含まれる原材料などを安全に取り扱うために必要な情報を

（化学物質等安全ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ） 記載したもの

 岡山エコ事業所 「岡山県循環型社会形成推進条例」に循環型社会の形成のための取組み

認められる事業所を県が認定する制度

 ＪＧＰＳＳＩガイドライン 製品に含まれる化学物質を管理するために大手情報関連機器メーカーを

中心に各社共通の調達方法作りを目指した発足したグリーン調達調査

共通化協議会が発行したガイドライン

 ＰＦＣ ＩＣや製造工程で使用されるＣ２Ｆ６などのガスでＣＯ２の数千倍の

（パーフルオロカーボン） 温暖化係数を持っているガス

 ハロゲンフリー化 臭素系難燃剤が含まれていない封止樹脂

 ＴＰＭ 全員参加の生産保全／総合生産保全主に製造業において導入されてい

（total productive maintenance） る全社的設備管理手法で、生産設備システムのライフサイクル全体を

対象に、生産効率を阻害するロスの発生を未然防止することを目指し

て、人・設備・企業の体質改善を図る総合的活動

２０

歴史・受賞

説　明用　語

環境用語の説明



シャープタカヤ電子工業株式会社
岡山県浅口郡里庄町里見3121-1
TEL　0865-64-4131（代表）
http://www.s-takaya.co.jp/




